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凡   例 

 

 

１ 日付は、特に断りがない限り、平成 23 年の日付である。 

２ 時刻は 24 時間制で表記している。 

３ 人物の役職・肩書は、特に断りがない限り、当時のものである。 

４ 本文中で「資料」として参照しているものは、別冊の資料編に編綴してい

る。 

５ 略語・英略語は、本文中で定義しているが、別冊の資料編末尾にも略語表・

英略語表を登載している。 
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